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※１ 「学校基本調査」の学科系統分類表における中分類「原子力理学関係」及び「原子力工学関係」の合計をもとに作成
原子力工学関係（大 学）…原子（力）核工学、原子力工学、原子炉工学、原子工学、応用原子核工学、システム量子工学、量子エネルギー工学、

原子力技術応用工学、原子力安全工学
原子力理学関係（大学院）…原子核理学、原子核宇宙線学、原子物理学
原子力工学関係（大学院）…原子核工学、原子力工学、原子工学、応用原子核工学、量子エネルギー工学、エネルギー量子工学、原子力・エネルギー安全

工学、共同原子力、原子力システム安全工学、量子放射線
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原子力関係学科・専攻の入学者数の推移



東京電力福島第一原子力発電所の事故

社会的受容性低下

志望学生数の低下

既存発電所の安全性向上 廃炉プラント数の増加

原子力産業人材維持・増加が必要

海外での原子力発電需要

3*原子力産業セミナーへの参加者の例 *原産協会主催
原子力人材育成作業部会（第５回）資料より
出典：日本電機工業会資料

原子力事業の現況と人材需給



運転再開予定も含め、我が国の試験研究
炉は、茨城県に5施設（日本原子力研究
開発機構）、大阪府に3施設（京都大学、
近畿大学）の計8施設のみ。

1995年 ○運転中 △停止中 ×廃止措置中

原子炉施設 20 0 6

2003年 ○運転中 △停止中 ×廃止措置中

原子炉施設 16 0 11

2016年 ○運転中 △停止中 ×廃止措置中

原子炉施設 0 13 6

現在 ○運転中 △停止中 ×廃止措置中

原子炉施設 6 2 11

茨城県東海村
★原子炉
【東京大学大学院工学系研究科 原子力専攻】
×東京大学原子炉（弥生）

【日本原子力研究開発機構】
×ＪＲＲ－２
○ＪＲＲ－３
※R3.2.26 運転再開

×ＪＲＲ－４
○原子炉安全性研究炉（ＮＳＲＲ）
※H30.6.28 運転再開

★臨界実験装置
【日本原子力研究開発機構】
△定常臨界実験装置（ＳＴＡＣＹ）
※H31.1.31 設置変更許可取得

×過渡臨界実験装置（ＴＲＡＣＹ）
×高速炉臨界実験炉（ＦＣＡ）
×軽水臨界実験炉（ＴＣＡ）

茨城県大洗町
★原子炉

【日本原子力研究開発機構】
×材料試験炉（ＪＭＴＲ）
○高温工学試験研究炉（ＨＴＴＲ）
※R3.7.30 運転再開

△高速実験炉（常陽）
※H29.3.30 設置変更許可申請済

★臨界実験装置
【日本原子力研究開発機構】
×重水臨界実験装置（ＤＣＡ）

青森県むつ市
★原子炉
【日本原子力研究開発機構】
×原子力第１船 むつ

神奈川県横須賀市
★原子炉
【立教大学】
×立教大学炉

大阪府東大阪市
★原子炉
【近畿大学】
○近畿大学炉

※H29,4,12 運転再開
大阪府熊取町
★原子炉
【京都大学複合原子力科学研究所】
○京都大学炉（ＫＵＲ）
※H29.8.29 運転再開(R8.5までに運転停止)

★臨界実験装置
【京都大学複合原子力科学研究所】
○京都大学臨界集合体実験装置（ＫＵＣＡ）
※H29.6.21 運転再開

神奈川県横須賀市
★原子炉
【東京都市大学】
×東京都市大学炉

 原子力分野の人材育成を行う上で重要な試験研究炉は、その多くが建設から40年以上経過するなど、高経年
化が進むとともに、新規制基準への対応等により従来の運用が困難な状況。
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原子力人材育成基盤としての我が国の試験研究炉の現状



 大学等における原子力関係の人材
育成基盤の強化  原子力の基盤的研究開発の推進

 エネルギー利用はもとより、様々な分野における原子力の多様な価値発現を通じて、新たな社会
的課題に向き合い、その政策的要請・期待に応えていくことが一層求められている。
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＜現状の課題＞
○原子力関係学科・専攻の減少
○原子力関係学科（大学）における原子力専門科目の開
講科目数の減少（７０年代と比較し半数程度）

○原子力関係の教員数の減少（特に～４０代において顕
著）

○稼働している試験研究炉の減少に伴う、実験・実習、
教育及び人材育成の機会減少

＜取組の考え方＞
 我が国全体として、原子力分野の人材育成機

能を維持・充実することが重要。
 共通基盤的な教育機能を補い合うことで、拠

点として一体的に人材を育成する体制を構築
し、長期的な視点で我が国の原子力分野の人
材育成機能の維持・強化を図る

＜現状の課題＞
○大学等を中心とする原子力を支える基盤的な研究開発
体制のぜい弱化

○多様な社会的要請の高まりに対応する原子力関連技術
のイノベーション創出に向け、開発に関与する主体が
有機的に連携し、基礎研究から実用化に至るまで連続
的に支援する体制が不十分

＜取組の考え方＞
 原子力が将来直面する様々な課題に的確に対

応できるよう、我が国の原子力分野における
国際競争力を確保することが重要。

 原子力イノベーションの創出につながる新た
な知見を見出すとともに、我が国の原子力技
術を支える戦略的な基礎・基盤研究の推進が
不可欠

原子力人材育成・研究開発を巡る課題と対応



国際原子力人材イニシアティブ事業
【事業の目的】
令和2年度より複数の機関が連携してコンソーシアム（Advanced Nuclear Education Consortium for the
Future Society：ANEC）を形成。既に有する人材、教育基盤、施設・装置、技術等の資源を結集し、共通基
盤的な教育機能を補い合うことで、拠点として一体的に人材を育成する体制を構築し、長期的な視点で我
が国の原子力分野の人材育成機能の維持・強化を図る。

ＰＤ：山本章夫 名古屋大学大学院工学研究科総合エネルギー工学専攻教授
ＰＯ：黒崎健 京都大学複合原子力科学研究所教授

① 構成機関の相互補完による体系的な専門教育カリキュラムの共用
主要な基礎・基盤科目の教材・カリキュラムをオンライン化・オープン化して共用。単位認定や互換による講義の共用。
社会人向けリカレント教育の実施。

② 大型実験施設や原子力施設等における実験・実習の実施
原子力施設や大型実験施設を用いた実験・実習の共用。原子力施設における学生の見学・就業体験の機会付与。

③ 国際機関や海外の大学との組織的連携による国際研鑽
キャンプや留学による原子力イノベーションに関する国際リーダー育成。国際セミナー・国際機関研修による国際性
の涵養。海外大学実験施設での実験の実施。

④ 産業界や他分野との連携・融合
人文・社会科学分野との連携によるELSIに関する教育実施。産業界との連携による共同研究・博士後期課程人材の
育成。産業界との連携によるインターンシップやキャリアセミナーの実施。他分野・高校生に対するアピール。

⑤ 効果的なマネジメントシステム
コンソーシアムの自立的・自律的な運営が可能な確立した体制とマネジメントシステム

大学Ａ 大学Ｂ

民間企業Ｄ

高専機構

研究機関Ｃ

大学
研究機関

民間企業
コンソーシアム内外の展開

による相乗効果
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ANECの構成及び主な活動内容（R4.3現在）

オンライン教材ＷＧ

国際教育ＷＧ

一般・社会人教育ＷＧ

高専実行委員会（高専）

原子炉実習基礎コースＷＧ

原子炉実習中級コースＷＧ

原子炉実習上級コースＷＧ

原子力イノベーター養
成キャンプＷＧ

実験・実習ＷＧ

企画運営会議
【参加者】 北大（事務局）、東北大、東工大、福井大、京
大、近大、高専機構、ＰＤ・ＰＯ

原子力イノベーション
留学ＷＧ

総 会
【参加者】 コンソーシアムメンバー（事務局：北大）、ＰＤ・ＰＯ

カリキュラムグループ会議
とりまとめ

（北大）
【参加機関】 北大、高専機構、東
北大、京大、阪大、九大、東工大、
静岡大、金沢大、福井大、長岡技
大、東海大、藤田医科大

【主な取組】 体系的な専門教育カ
リキュラム（北大、高専機構）、オン
ライン教材（北大）、単位互換（
北大）、高校理科教員や小中学生
向けプログラム（高専機構）

実験・実習グループ会議
とりまとめ

（近大・京大）
【参加者】 北大、東北大、福井大、福井工大、阪
大、近大、京大、高専機構、長岡技大、名大、東
京都市大、東海大

【主な取組】 原子炉実習基礎・中級・上級（近
大・京大）、廃棄物計測・信頼性工学実習（東
京都市大）、発電炉シミュレータ実習（東海大）
、中性子輸送挙動計測実習（東北大）、放射線
応用実習（東北大）、原子炉材料照射実習（
東北大）、廃止措置セミナー（福井大）、原子
力プラント体感実習研修（福井大）、ＪＡＥＡ
実習（福井大）、アイソトープ実習（福井工大）
、バーチャル研究室（高専機構・長岡技大）

国際グループ会議
とりまとめ

（東工大）
【参加者】 北大、東工大
、東海大、京大、近大、高
専機構

【主な取組】 原子力イノベ
ーター養成キャンプ（東工
大）、原子力イノベーション
留学（東工大）、ＩＡＥ
Ａ原子力安全基準研修
（東海大）、韓国・慶照
大学校原子炉実習（近
大、高専機構）

産学連携グループ会議
とりまとめ

（福井大）
【参加者】 北大、福井
大、福井工大、近大、
高専機構

【主な取組】 原子力施
設インターンシップ研修
（福井工大）、原子
力業界探求セミナー（
近大）、電力会社実
習（高専機構）
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ANEC外の個別課題
東大、長岡技大、

連携



原子力システム研究開発事業について
 本事業では、科学技術政策の遂行の観点から国が直接実施する必要のある研究開発について優れた提
案を採択する競争的資金として、原子力分野の基盤的な研究開発を実施。

 令和元年度までは、「安全基盤技術研究開発」及び「放射性廃棄物減容・有害度低減技術研究開発」
の２分野において公募を実施。

 令和２年度からは、文部科学省と経済産業省が連携して進める「ＮＥＸＩＰ（Nuclear Energy×
Innovation Promotion）イニシアチブ」の一環として、原子力の安全確保・向上に寄与し、多様な社会的
要請の高まりを見据えた原子力関連技術のイノベーション創出につながる新たな知見の獲得や課題解
決を目指し、我が国の原子力技術を支える戦略的な基礎・基盤研究を推進。以下の３つメニューを新
設。

（１）基盤チーム型

社会実装へ向けて重点的に取り組むべき領域（テーマ）を設定し、産学官の知見を結集して取り組むチーム型の基礎・基盤研究を支
援。大学、研究機関等と産業界の密接な連携、社会実装へ向けた具体的な計画、異分野融合などによる他分野からの知見導入など
が盛り込まれた提案を期待。

（２） ボトルネック課題解決型
社会実装を目指す上で具体的なボトルネックとなっている課題及びその解決を図るため基礎・基盤に立ち返って取り組むべき研究開

発テーマを募集。産業界等からの課題解決へのニーズや、本研究開発により得られる知見の産業界等への確実なフィードバックがな
されるための道筋が明確に示されることが必要。

（３） 新発想型
挑戦的・ゲームチェンジングな技術開発を実施する研究開発を対象。対象領域を特定せず、「原子力イノベーション」に向けた幅広い

取組の中から、応募者が自由に解決すべき課題を設定し、その解決へ向けた研究開発テーマの提案を募集。独創性・新規性や課題
解決へのインパクトが示されることが必要。
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NEXIP（Nuclear Energy× Innovation Promotion）イニシアチブ
開発に関与する主体が有機的に連携し、基礎研究から実用化に至るまで連続的にイノベーションを促進

【新発想型】
・原子力イノベーションの創出を目指す挑戦的・ゲームチェンジングな技術開発を推進

【基盤チーム型】
・将来の社会実装に向けて取り組む
べきテーマについて、産学官が連
携して共同研究を実施

中核機関

参画機関

中核機関

参画機関 参画機関

原
子
力
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出

原子力システム研究開発事業 （令和2年度事業見直し）

基礎・基盤研究開発 技術開発支援

・戦略的にテーマを設定
・PD・POのマネジメント強化
・経済産業省事業との連携
・他分野の知見の取込強化

PD

＜民間企業等の取組を支援＞＜大学・研究機関等の取組を推進＞

技術基盤（基盤施設、計算コード、DB）の提供・拡充

イノベーションハブ機能の強化

技術基盤・知見を提供し民間を支援選考過程を経てプロジェクトに参画

事業運営会議（新設）
・プログラムディレクター（PD）、プログラムオフィサー（PO）、外部有識者、文部科学省、経済産業省
・公募分野・テーマ、審査基準を設定

中核機関

NEXIPイニシアチブ（公募事業）

【ボトルネック課題解決型】
・実用化のボトルネック解決へ向けた
要素技術に関する基礎・基盤研究開発

PO PO

共通基盤領域ごとにPOを配置

PO

中核機関

参画機関

PO

社会的要請に応える革新的な原子力技術開発支援事業
（令和元年度新規）

原子力の安全性向上に資する技術開発事業

○小型モジュール炉 ○高速炉
○高温ガス炉 ○溶融塩炉 等

革新的な原子力技術の例

○事故耐性燃料 ○製造技術・新材料適用
○データ・IT、新通信システム活用による安全高度化
○安全高度化基盤技術 等

安全性向上に資する技術の例

安全性・経済性に
優れた小型炉

水素や熱の利用が
可能な革新炉

長半減期核種を
燃焼可能な軽水炉

AI活用による故障予兆監視 水素処理システム
事故耐性に優れた
燃料被覆管

技術評価・コンサルティング

基礎・基盤研究

人材育成

実用化に資する技術開発

安全性／経済性の向上、新型炉、熱利用系、

燃料サイクル、分離変換、バックエンド 等国際連携 9
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持続的な原子力利用を実現するための基盤強化に向けて

1. 国際原子力人材育成イニシアティブ事業については、大学の人材育成の取組の支援が中心
であり、基本的にはボトムアップ型の事業となっている。次世代革新炉の開発を見据え、次世
代革新炉を担う産業界のニーズを踏まえた取組を強化することが必要ではないか。

2. 原子力システム研究開発事業については、課題設定において次世代革新炉の開発を担う産
業界からのインプットが限定的。また、文部科学省委託事業であるため、得られた成果の集約
と活用が直接的につながっていないのではないか。これまで同事業を通じて得られた産業界から
のニーズや技術的知見を蓄積しインテグレートしながら活用していく仕組みを構築すべきではな
いか。

3. 両事業とも次世代革新炉開発のみを目的としているわけではないが、これから次世代革新炉
開発を進めていくためには、上記の問題意識を踏まえ、産業界のニーズと大学等が持つシーズ
をつなぐハブとしての役割を、我が国の原子力研究開発の中核的機関であるJAEAが主体的
に果たしていくことが適当ではないか。

次世代革新炉開発に向けた現状の課題と対応への考え方
〇次世代革新炉に向けた研究開発を担う人材、産業界のサプライチェーンにおける人材

確保が重要
〇実証炉開発を支えるため、JAEAや大学等における基礎基盤研究の総力を結集すること
が必要
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今後の検討に向けて参考となる取組の例 ～英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業～

「英知を結集した原子力科学技術・人材育成事業」において、福島第一原子力発電所の廃止措置に必要な技術開発
に関し、日本原子力研究開発機構廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）を中核に、国内外の英知を結集し、様々な分野の
知見や経験を融合・連携させることにより、産学が連携した基礎・基盤的研究や人材育成の取組を推進する。

目的・概要

国際的人材ネットワーク形成
経済協力開発機構/原子力機関（OECD/NEA）の枠組
みを活用し、世界各国の大学等と連携し、中長期的に廃炉
に資する人材を国際的ネットワークの下で育成。

廃炉現場のニーズを俯瞰・可視化した「基礎・基盤研究マッ
プ」により、全国の大学の有するシーズとニーズの紐づけ等の
高度化を実施。

基礎・基盤研究の全体マップ（2022年版）

研究動向調査・戦略方針検討等

CLADSを中核に60研究代表、
再委託含めのべ185大学等と連携

「基礎・基盤研究マップ」に基づき、公募を実施し、国内外の大学等の
有する多様な分野の優れた知見を、廃炉研究の国際的な中核である
CLADSに結集し、廃炉現場のニーズへの橋渡しを実施。

廃炉を支える基礎・基盤的研究の推進

CLADSでは、JAEAがNDF、東京電力との議論により作成した「基礎・基盤研究マップ」に基づき、JAEAが自ら
行う研究開発に加え、公募により国内外の多様な分野の優れた知見を、廃炉研究の国際的な中核である
CLADSに結集することで、廃炉現場のニーズへの橋渡しを実現している。

※JAEAはCLADSの施設を運用するとともに、自らが行うべき研究
開発を別途実施



今後の検討の方向性
次世代革新炉開発を見据えた具体的な取組の提案：

〇国の政策の方向性を踏まえ、必要な研究開発や人材育成の方向性を明
確化した上で大学等と産業界が協働して取り組む体制を構築する

→技術分野ごとにTRLを提示するなど、可能な限り定量的な指標を用いる
ことで、革新炉開発に向けJAEAや大学等に対してどのような技術分野
での貢献が求められているかを明確にする

→サプライチェーンの維持・強化に資するニーズの掘り起こし
→研究開発や人材育成の方向性の検討を助言する有識者によるガバニン

グボードを構築
〇次世代革新炉の開発を見据え、質の向上とともに量の向上（事業規模

の拡大）を図る必要があるのではないか
→研究基盤の活用機会の拡大
→リカレント教育・リスキリングへの活用等への拡大
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例えば、
・ガバニングボードにおいて、JAEAが産学のハブ的な役割を果たす
・原子力システム研究開発事業の成果のJAEAへの集約化（補助金化）
・ANECにおける人材育成ロードマップの作製 等を検討



参考資料



○ 原子力機構（JAEA）は、前中長期目標期間（H27年度～R3年度）において、国立研究開発法人として、また、我が国における
原子力に関する唯一の総合的研究開発機関として、原子力に関する基礎的研究・応用の研究から核燃料サイクルに関する研究
開発、安全規制行政等に係る技術支援、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に関する研究開発まで、幅広い分野で顕
著な成果を創出してきた。

○ 新中長期目標期間（R4年度～R10年度）では、前期に引き続き、「原子力イノベーションの持続的創出」と「安全を最優先とした
バックエンド対策の着実な推進」とを高度に両立させつつ、エネルギー利用を越えた様々な分野における原子力の多様な価値発
現を通じて、新たな社会的課題に向き合い、その政策的要請・期待に応えていくことが求められている。

 「2050年カーボンニュートラル実現」
への貢献

 東日本大震災発災から10年経過
（新たな復興フェーズの到来）

 研究開発のDXを含めデジタル社会
への急速な転換

 COVID-19で大きく変容した社会
全体の在り方・行動様式

 大学等における原子力関係の人材
育成基盤の脆弱化

 エネルギー政策上の原子力の位置
付け：第６次エネルギー基本計画

 新規制基準下におけるバックエンド・
コスト（対象施設数・規模）の増大

 経済安全保障上の原子力・放射線
科学の位置付け

 世界規模課題の解決等に向けた
「総合知」の創出・活用への期待

 高速炉・高温ガス炉・SMR等の新
型炉開発をめぐる各国動向

１．新中長期目標策定の背景・基本的考え方（総論）

新中長期目標における研究開発関連の目標設定に当たっては、以下に列挙する原子力機構を取り巻く近年
の環境変化・政策的背景・新たな課題等を踏まえ、これらを反映する形で新たに柱建てを見直し。
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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
新中長期目標（R4.02.28主務大臣決定）の概要



４. 東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究
開発の推進

（１）原子力安全規制行政に対する技術的支援とそのための安全研究
（２）原子力防災等に対する技術的支援

７. 原子力安全規制行政及び原子力防災に対する支援と
そのための安全研究の推進

２．「研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項」のポイント
（参考）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 新中長期目標の概要

１. 安全性向上等の革新的技術開発によるカー
ボンニュートラルへの貢献

（１）一層の安全性・経済優位性を追求した原子力シス
テムの研究

（２）高温ガス炉に係る研究開発（高温工学試験研究炉
（HTTR）の活用、水素製造技術の開発）

（３）高速炉・核燃料サイクルに係る研究開発（高速増殖
原型炉「もんじゅ」の経験活用、高速実験炉「常陽」の運転再
開・活用に係る取組）

１. 安全性向上等の革新的技術開発による
カーボンニュートラルへの貢献

２. 原子力科学技術に係る多様な研究開発の推
進によるイノベーションの創出

（１）原子力基礎基盤研究、先端原子力科学研究、中
性子等利用研究及び原子力計算科学研究の推進

（２）特定先端大型研究施設の共用促進・高度化並び
に供用施設の利用促進（J-PARC, JRR-3等の活用）

（３）産学官の共創によるイノベーション創出への取組の
強化

２. 原子力科学技術に係る多様な研究開発
の推進によるイノベーションの創出

３. 我が国全体の研究開発や人材育成に貢献す
るプラットフォーム機能の充実

（１）大学や産業界等との連携強化による人材育成（国
内外で活躍する原子力イノベーション人材の育成、人材交流・国
際研修機会の提供）

（２）核不拡散・核セキュリティ強化等及び国際連携の推
進（各国の原子力機関等との戦略的かつ多様な国際連携、安
全保障の観点を重視した輸出管理）

３. 我が国全体の研究開発や人材育成に貢
献するプラットフォーム機能の充実

４. 東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究
開発の推進

（１）廃止措置等に向けた研究開発（バックエンド等の他部門との連携・協働、成
果や知見の相互展開・応用）

（２）環境回復に係る研究開発（広範囲を対象とした放射性物質の環境動態研
究）

（３）研究開発基盤の構築・強化（東京電力への成果の橋渡し）

４. 東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研
究開発の推進

５. 高レベル放射性廃棄物の処理処分に関する技術開発の着
実な実施

（１）高レベル放射性廃棄物の処理に関する研究開発（放射性廃棄物の減
容化や有害度低減による長期リスクの低減）

（２）高レベル放射性廃棄物等の地層処分研究開発（実施主体が行う地質
環境調査、処分システムの設計・安全評価、国による安全規制上の取組に貢献する
技術基盤の整備・提供）

５. 高レベル放射性廃棄物の処理処分に関する技術開発
の着実な実施

６. 安全を最優先とした持続的なバックエンド対策の着実な推
進

（１）廃止措置・放射性廃棄物処理処分の計画的遂行と技術開発（研
究施設等から発生する低レベル放射性廃棄物の埋設に向けた取組、クリアランス及び
適切な区分・処理・廃棄体化の推進）

（２）敦賀地区の原子力施設の廃止措置実証のための活動
（３）東海再処理施設の廃止措置実証のための活動

６. 安全を最優先とした持続的なバックエンド対策の着実な
推進
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東京電力（株）福島第一原子力発電所の安全かつ確実な廃止措置に資するため、日本原子力研究開発機構
廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）を中核とし、廃炉現場のニーズを一層踏まえた国内外の研究機関
等との研究開発・人材育成の取組を推進。

概 要

（２）国内外の廃炉研究の強化・中長期的な人材育成機能の強化 3,975百万円（3,971百万円）
■廃炉環境国際共同研究センターによる廃炉研究開発の推進
（JAEAにおいて実施） 2,653百万円（2,653百万円）
廃炉環境国際共同研究センターにおいて、人的資源や研究施設

を最大限活用しながら、燃料デブリの取り扱い、放射性廃棄物の処
理処分、事故進展シナリオ解明、遠隔操作技術等の幅広い分野に
おいて、基礎的・基盤的な研究を実施。

■英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業
（大学等において実施） 1,322百万円（1,318百万円）

廃炉環境国際共同研究センターを中核とし、国内外の多様な分野の
知見を組織の垣根を越えて融合・連携させることにより、中長期的な廃
炉現場のニーズに対応する研究開発・人材育成を推進。

「東京電力(株)福島第一原子力発電所の
廃止措置等研究開発の加速プラン」の実現

研究開発の取組例

炉内線量の線量率分布評価建屋内放射線イメージャーの開発

国際共同研究棟

競技中のロボット

福島第一の現場を模した競技会場

（１）国内外の英知を結集する場の整備 130百万円（130百万円）
■廃炉環境国際共同研究センター「国際共同研究棟」の運用等

国内外の英知を結集し廃炉に係る研究開発・人材育成を実施するため、大学・研究機関等が供用
できる施設として、平成２９年４月に福島県富岡町に整備した廃炉環境国際共同研究センター
「国際共同研究棟」を運用。

競技中のロボット

福島第一の現場を模した競技会場
CLADSを中核に60研究代表、再委託先含めのべ185大学等と連携 高専生による廃炉ロボコン

英知事業の取組例

令和4年度予算額 4,105百万円
うちエネルギー対策特別会計予算額 1,536百万円
(前年度予算額 4,100百万円）

※運営費交付金中の推計額含む



英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業

採択機関（大学等）

文部科学省

事務
委託

事業
実施

研
究
委
託

■文科省委託（～Ｈ２９採択分まで） ■ CLADS補助金（Ｈ３０採択分～）

採択機関（大学等）

JAEA/CLADS

事務局
事業
実施

中長期的な研究戦略や基
礎的・基盤的研究テーマの
設定等の基本方針を提示

事務作業に
係る指示

研
究
委
託

共
同
研
究

ステアリングコミッティ
構成員：NDF、東電、メーカー、

有識者、経産省、文科省

基本方針の
提示

文部科学省

 平成30年度新規採
択課題分から移行
（令和２年度末で
全ての移行が完了）

事務局

英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業（英知事業）

フィード
バック

補助金 事務局

 英知事業は平成27年度の開始以降、当初は文部科学省の委託事業として実施していたが、この形態では文部科学省と各
大学が委託契約を結ぶことになり、研究の成果が文部科学省に集まり、東電１F廃炉現場へ活用しづらいといった課題や、
廃炉基礎・基盤研究の司令塔であるJAEA/CLADSと大学の連携が不十分といった課題があった。

 JAEA/CLADSの現地の拠点となる国際共同研究棟が平成29年度に福島県富岡町に完成したことを受けて、平成30年度新
規採択分から段階的にJAEA補助金事業へ移管。令和２年度末をもって全ての事業がＪＡＥＡ補助金事業への移管が完了。

 これまで英知事業とＣＬＡＤＳでそれぞれ廃炉研究を実施してきたが、JAEA補助金化によってCLADSとアカデミアの連携を強
化し、ＣＬＡＤＳのみでは成し得なかったアカデミアの広い英知を活用した横断的研究が可能となる。

←
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基礎・基盤研究マップについて 研究開発



19

H26～R１年度：第1期人材育成プログラム

原子力分野だけでなく多様な分野の学生が、福島第一原子
力発電所の廃炉に関心を持つことにより、長期的に廃炉を
支える人材の育成に貢献するため、全国の大学等に人材
育成の拠点を構築。

東京電力をはじめ廃炉に携わる企業との共同研究や廃炉
に関する研修、ワークショップを開催する等、多様な分野の
学生等が積極的に廃炉に関わるための契機となる取組を
推進。

R1年度～ ：第2期人材育成プログラム

【採択機関】
（H26）東北大学、東京大学、東京工業大学
（H27）福島大学、福井大学、福島高専、

地盤工学会（千葉工業大学、早稲田大学）

産学連携講座の開講 原子力発電所の視察

○原子力に限らない、材料、建築、土木、機械、情報科学など
異分野融合の体制を構築

○燃料デブリの分析技術の習得等、廃炉に関する学生実験環境
の充実 ⇒米国MITとの間で相互単位認定が可能に

○廃炉に関する特別講義の開設
○廃止措置に関する講義やサマーセミナー、１Fの見学等の実施
○廃炉に携わる民間企業との産学連携講座の開設 等

廃炉に関する学生実験の様子

 これまで全国の大学において培ってきた多様な分野の知見
や経験を、CLADSに結集させる体制を構築。

 CLADSと大学との間でクロスアポイントメントを活用した産
学官連携ラボラトリを設置することにより、将来の1F廃炉を
支える多様な分野の研究人材層とCLADSが強力な連携体
制を構築することを目指している。
【採択機関】
（R1）東北大学、東京大学、東京工業大学、福島大学

【取組内容】

【各大学における主な取組内容】

多様な分野の知見を１F廃炉に取り込むための
拠点を全国の大学に構築

CLADSを中核に全国の大学の知見を
結集する体制を構築

 当該プログラム修了者503名のうち約20%にあたる83名の学生が
原子力関連の企業等を就職先に選択（平成30年度実績）。

 このような実績が高く評価され、東京大学、東北大学、東京工業大
学、福島大学の拠点は英知事業終了後、東京電力等と4大学と
の間で包括協定を締結し、産学連携講座を開設（現在実施中）。

廃炉に向けた人材育成の取組について 人材育成
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